
一宮川上流域・支川における浸水対策（案） 【概要】

「一宮川上流域・支川における浸水対策検討会」にてとりまとめた
「一宮川上流域・支川における浸水対策（案）」について、
令和2年12月21日に開催された
流域市町村長及び県からなる「一宮川流域減災対策会議」において、
検討会座長の東京大学生産技術研究所 加藤 孝明 教授から報告を行い、
合意された。

加藤座長から流域市町村長に手交 減災対策会議の状況



１．検討背景
令和元年10月25日の大雨により、一宮川上流で観測地点最高降雨量を記録し、特に、茂原市、長柄町、長南町において、

7名の人的被害（うち関連死1名）を始め、家屋約4,000戸、官庁舎、要配慮者利用施設などに甚大な浸水被害が生じた。
平成以降の30年間で4度目の甚大な浸水被害が発生したことを踏まえ、一宮川中下流域では、河川整備等に着手している
が、一宮川上流（三途川合流点より上流）及び支川（阿久川、豊田川、三途川、水上川）においては、計画的に実施する
浸水対策をもっておらず、現行の河川整備計画にも河川整備内容が位置づけられていないため、昨年の浸水被害を踏まえ、
河川整備計画を変更する必要がある。
また、今後、気候変動に伴い水害の激甚・頻発化が懸念されており、河川施設で防ぎきれない洪水についても、流域の

あらゆる関係者による対策（以下、「流域対策」という。）により被害を軽減していく必要がある。
そこで、学識者、国、県、市町からなる「一宮川上流域・支川における浸水対策検討会」を設置し、河川整備と流域対策の

共通目標として浸水対策ビジョン、事業期間内に河川管理者が実施する河川整備案、流域のあらゆる関係者が協働する
流域対策の具体化に向けた今後の検討体制案をとりまとめた。

（一宮川上流域・支川における浸水対策検討会 委員） ○：座長
東京工業大学 名誉教授 石川 忠晴

○ 東京大学 教授 加藤 孝明
国土交通省 国土技術政策総合研究所 河川研究部

水防災システム研究官
国土交通省 関東地方整備局 河川部 地域河川課長
千葉県 農林水産部 耕地課長
千葉県 県土整備部 河川整備課長
千葉県 県土整備部 河川環境課長
千葉県 県土整備部 都市計画課長
千葉県 県土整備部 建築指導課長
千葉県 長生農業事務所長
千葉県 長生土木事務所長
千葉県 一宮川改修事務所長
茂原市 副市長
長柄町 副町長
長南町 建設環境課長

一宮川上流域・支川における
浸水対策検討会

地元意見交換会※
※ 長柄町、長南町の町議会議員、区長出席
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第１回検討会（R2.6.29）

第１回意見交換会（R2.8.1、8）
第２回検討会（R2.8.12）
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第４回検討会（R2.10.16）

第３回意見交換会（R2.11.15）
流域治水勉強会（R2.11.16）
第５回検討会（R2.11.30）
委員現地調査（R2.12.1）
一宮川減災対策会議（R2.12.21）



２．浸水被害メカニズム
浸水被害メカニズムとしては、上中流域を中心とした集水域に短時間に極めて強い降雨があったことにより、一宮川上流及び支川の洪水処理

能力を上回り外水氾濫が生じるとともに、特に広域地盤沈下が進んでいる中流域を中心に内水氾濫が生じた。これらの氾濫域に市街地又は
集落等が立地していたことから、甚大な浸水被害となったと考えられる。

３．浸水対策ビジョン
流域全体で浸水対策に取り組むため、流域関係者全員で共有すべき目標像として、浸水対策ビジョンを設ける。
（１）浸水対策の方針（考え方）

一定水準の河川整備を行うとともに、その水準を超過する洪水氾濫に対しては、集水域及び氾濫域における流域対策と連携して、流域
全体で浸水被害を低減させる「流域治水」により対応する。（以下、河川整備と流域対策を合わせた対策の総称として「浸水対策」を用いる）

「流域治水」では、かつて地域が有していた「水防災意識」社会を再構築し、集水域から氾濫域にわたる流域全体のあらゆる関係者が協働
して行う。

（２）浸水対策の事業期間
令和元年10月豪雨を踏まえた浸水対策について、令和11年度末迄を事業期間とする。

（３）浸水対策の目標
流域関係者で共有する事業期間における目標は、降雨規模に応じて以下のとおり。
1) 想定最大規模（年超過確率1/1000以上）の降雨

・ 人的被害ゼロ※１
※１ 自助、共助、公助を前提に、住民自らが適切な避難等の対策を行うとともに、地域や行政によるサポートが必要

・ 役場は、浸水時にも水防・災害本部としての機能確保
2) 令和元年10月豪雨と同規模の降雨

・ 家屋及び要配慮者利用施設、事業所は、床下浸水※２程度の被害レベルまで軽減
※２ 検討会及び地元意見交換会における意見を踏まえて設定

・ 農地等は、浸水後も営農を継続できる被害レベルまで軽減
3) 県内河川の整備水準程度の降雨※３

※３ 県内河川において20～30年間で計画的に実施する河川整備の目標である年超過確率1/10の降雨
（一宮川上流域で時間最大50mm、一宮川流域平均で時間最大30mm程度）

・ 外水氾濫させない（遊水機能を保持する区間を除く）
（４）更なる超過洪水への対応

気候変動等による超過洪水に対して有効と考えられる一方で、現在の法制度、体制では実現困難、利害関係者が多岐に渡る、
などといった対策については、長期的に取り組むこととする。

・ 宅盤嵩上げ ※

・ 輪中堤 ※

・ ため池における
雨水貯留

・ 耐水化構造
・ 避難計画の見直し
・ リスク情報の発信
・ 避難時における被災対策
・ 流域治水の啓発・教育 等 ・ 農業被害の

軽減対策

※ 輪中堤や既存家屋の宅盤嵩上げにあたっては、
新たな建築や建て替えにあたって建築に関する
規制を設ける必要がある。

R1.10豪雨により
甚大な浸水被害

河川整備
・ 中流域の整備に伴う
水位低下
・ 竹木の伐採
・ 河道改修
・ 調節池 等

R1.10豪雨に対して
被害軽減するが
解消しきれない

R1.10豪雨に対して
・ 人的被害ゼロ
・ 経済被害の軽減

現況

河川整備

河川整備
＋流域対策

河川整備
・ 中流域の整備に伴う
水位低下
・ 竹木の伐採
・ 河道改修
・ 調節池 等

・ 集団移転



４．河川整備案
以下の河川整備※により、年超過確率1/10程度の降雨では河川氾濫を解消させるとともに、令和元年10月豪雨と同規模

の降雨では、家屋及び役場、要配慮者利用施設の床上浸水被害を解消させる。

⑤ 調節池の設置
（破線内から選定）

⑥水田や休耕田等での遊水機能の保持
（耕作している水田等はこれまで通り使用しつつ、

大雨が降った際には、従来と同様に、河川から
氾濫した洪水を調節する）（破線内から選定）

三途川
① 河川内に繁茂している竹木等の伐採
② 河道の曲がりが特にきつい区間の流れを滑らかにしたり、狭い区間の川幅を広げる
③ 上記①②でも流下能力が不足する区間では、堤防整備（堤防嵩上げ含む）、又は、河道を掘削する
④ 氾濫区域にある家屋の床上浸水を防ぐため、輪中堤や既存家屋の宅盤嵩上を行うとともに、

新たな建築や建て替えにあたっては建築に関する規制を設ける

水上川
① 河川内に繁茂している竹木等の伐採
④ 氾濫区域にある家屋の床上浸水を防ぐため、輪中堤や

既存家屋の宅盤嵩上を行うとともに、新たな建築や
建て替えにあたっては建築に関する規制を設ける 一宮川（豊田川合流点～三途川合流点）

⑦ 河道断面の拡大
→ 当該区間と上流域の水位を下げる

⑧ 堤防高が不足している区間の
堤防の高さを上げる 浸水深（ｍ）
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R1.10浸水実績

一宮川
（豊田川合流点より下流）

激特事業により事業中

※ 中流域でも、
洪水位は堤防より高くならないが
内水氾濫は残るので、
別途内水対策が必要
また、洪水位はHWLを超過

阿久川、豊田川
① 河川内に繁茂している竹木等の伐採
③ 流下能力が不足する区間では、堤防嵩上げ含む、又は、

河道を掘削する
④ 氾濫区域にある家屋の床上浸水を防ぐため、

輪中堤や既存家屋の宅盤嵩上を行うとともに、新たな建築
や建て替えにあたっては建築に関する規制を設ける

⑨ バックウォーターに対して、必要な堤防嵩上げを行うとともに、
中流の一部で局部改良を行う。

■ 河川整備案／整備後にR1.10規模の雨が
降った場合の想定氾濫

一宮川（三途川合流点から上流）
① 河川内に繁茂している竹木等の伐採
② 河道の曲がりが特にきつい区間の流れを滑らかにする、又は、狭い区間の川幅を広げる
③上記対策①、②でも流下能力が不足する区間では、堤防整備（堤防嵩上げ含む）、

又は、河道を掘削する
④ 氾濫区域にある家屋の床上浸水を防ぐため、輪中堤や既存家屋の宅盤嵩上を行うと

ともに、新たな建築や建て替えにあたっては建築に関する規制を設ける

※ 今後、河川整備計画に具体的な箇所を位置付ける



５．流域対策の概要
令和元年10月豪雨と同規模の降雨に対して、河川の改修や貯留施設の整備に加え、輪中堤や宅盤嵩上げを実施することにより、家屋及び

役場、要配慮者利用施設の床上浸水被害は解消する。また、水田等の浸水被害は軽減される。
しかしながら、遊水機能を保持する役割を位置付けた水田以外にも、水田等の浸水深50㎝を超える箇所も残ること、令和元年10月豪雨を

超える降雨も今後発生しうることから、河川整備案と併せて、人命を守るための対策や資産の被害軽減に資する内水対策や土地利用施策など
流域での対策を推進する必要がある。
以下のとおり抽出した流域対策の実現に向けて、令和3年から、県の部局横断的な体制による支援のもと、地域住民と県・市町が一緒になって、

各種対策の効果を定量的に評価しながら、具体的な対策内容、実現にあたっての条件整理を検討し、
流域対策案及びロードマップ案をとりまとめる。
上記検討結果を踏まえ、住民、企業、各施設管理者、県、市町村が連携して

流域対策を実施できるよう、県・市町それぞれで実施すべき施策や支援策について検討する。

（１）人命を守るための対策 【早急に実施すべき対策】
１）避難計画の見直し
２）水害リスク情報の確実な伝達
３）避難時における被災対策
４）流域治水に関する啓発・教育

（２）浸水深を低減させる対策
【事業期間内に実施を目指す対策】

１）内水対策
２）各戸や民間施設等における雨水貯留浸透対策
３）農業用ため池における雨水貯留
４）水田における雨水貯留（田んぼダム）

（３）洪水氾濫時の浸水被害を防止・軽減する対策
【事業期間内に実施を目指す対策】

１）新築や建て替えにおける宅盤嵩上げや耐水構造化
２）浸水防止用設備、二線堤の整備
３）農業被害の軽減対策
４）集団移転 【事業期間内に実施を目指すが、特に丁寧な合意形成を要する対策】

（４）その他の対策 【長期的に取り組む対策】
１）用排水路や隣接する他の水系との連携
２）流域対策に対する経済的支援の枠組み

道路冠水状況

流域におけるため池 たんぼダムのイメージ

新築や建て替えにおける宅盤嵩上げや耐水構造化（イメージ）


